
自治体の行政活動と財務書類 財務書類の作成対象範囲

歳入・歳出決算と財務書類の関係【背景・目的】
◎ 地方公共団体の財政状況が厳しさを増す中で、財政の透明性をさらに高め、住民や議会
等に対する説明責任をより適切に果たすことが期待。
◎ 財政の効率化・適正化の推進や地方公共団体間の比較可能性を高めるため、総務省は平
成29年度までに全ての地方公共団体において「統一的な基準による財務書類」を整備し、
積極的に活用することを要請。

【効果】
◎ 発生主義の導入により、現金主義では見えにくい「減価償却費」や「退職手当引当金」
等の支出を伴わないコストを把握することが可能。
◎ 複式簿記の導入により、取引を原因と結果という２つの側面から処理することで、ス
トック情報とフロー情報の両面を把握することが可能。
◎ 関連団体の財務書類を連結することで、将来地方公共団体が負担する可能性のある債務
を把握することが可能。
◎ 固定資産台帳の整備等により、公共施設マネジメント等への活用が可能。

令和3年度 松戸市の統一的な基準による財務書類

【対応】
◎ 松戸市では、平成28年度決算より、総務省からの要請に基づき、従前の「基準モデルに
よる財務書類」から「統一的な基準による財務書類」に作成方法を変更・公表。
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一部事務組合・広域連合（3団体）

①一般会計等 特別会計（７会計） ○千葉県後期高齢者医療広域連合

○一般会計 ○国民健康保険特別会計 ○北千葉広域水道企業団

○介護保険特別会計 ○千葉県市町村総合事務組合

○後期高齢者医療特別会計

○松戸競輪特別会計 外郭団体（５団体）

○公設地方卸売市場事業特別会計 ○(公財)松戸市文化振興財団

○駐車場事業特別会計 ○(社福)松戸市社会福祉協議会

○松戸都市計画事業新松戸駅東側地区土地区画整理事業特別会計 ○(公財)松戸市みどりと花の基金

企業会計（3会計） ○(公社)松戸市シルバー人材センター

○水道事業会計 ○(公財)松戸市国際交流協会

○病院事業会計

○下水道事業会計

（注）外郭団体（市が50％以上出資している上記の５団体を対象としています）

松　戸　市

②松戸市全体の財務書類

③連結財務書類
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貸借対照表（令和4年3月31日現在）

純資産変動計算書（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

行政コスト計算書（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

資金収支計算書（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

決算時点において市が保有する全ての「資産」と「負債」を
まとめたストックの財政状態を表した財務書類

貸借対照表の純資産の部の1年間の変動要因を表した財務書類

1年間に提供した行政サービスのうち、資産形成につながらない
人的サービスや給付サービス等の費用を表した財務書類

1年間の行政活動に伴う現金等の資金の流れを性質の異なる３つ
の区分に分けて表した財務書類

一般会計等ベー
スの資産合計は
8,323億円、負債
合計は1,501億円、
純資産合計は
6,822億円です。
（資産）リサイク
ルセンターや 東松
戸複合施設の建設、
財政調整基金への
積立資等により増
加。
（負債）事業実施
に伴う地方債の発
行額が、リース負
債等の減少額を上
回ったため増加。

一般会計等
ベースでの本年
度純資産変動額
は89億円となり、
本年末純資産残
高は6,822億円
となります。

一般会計等
ベースでの純
行政コストは
1,563億円で
す。

経常費用の
うち、補助金
や社会保障給
付等の移転費
用が5割超を
占めています。

一般会計等
ベースでは、経
常的な行政活動
において発生し
た業務活動収支
が投資活動収支
を下回り（資金
不足） 、財務活
動収支を合わせ
た本年度資金収
支額は31億円
となります。

歳計外現金を
加えた本年度末
現金預金残高は、
124億円です。

また、基礎的
財政収支は52
億円となります。

（注）計数は、億円未満を四捨五入しているため合計において一致しない場合がある。
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（単位：億円）
全体

【業務活動収支】 （A） 140 179

業務支出 人件費、物件費、移転費用等 1,545 2,818

業務収入 税収、国県等補助金収入 1,684 2,996

臨時収支 災害復旧事業費等 - 2

【投資活動収支】 （B） ▲148 ▲159

投資活動支出 公共施設等整備費、基金積立金等 188 226

投資活動収入 国県等補助金収入、資産売却収入 40 67

【基礎的財政収支】 （A)+支払利息+（B(基金除き）） 52 82

【財務活動収支】 （C） 40 19

財務活動支出 地方債償還支出等 125 182

財務活動収入 地方債発行収入等 164 201

本年度資金収支額　（D）　＝（A）＋（B）＋（C） 31 40

前年度末資金残高　（E） 67 202

比例連結割合変更に伴う差額（F） - -

本年度末資金残高　（Ｇ）　＝（D）＋（E）＋（Ｆ） 98 241

本年度末歳計外現金残高　（Ｈ） 26 26

本年度末現金預金残高　（Ｉ）　＝（G）＋（Ｈ） 124 267

科　　　　　目 一般会計等

（単位：億円）

【資産の部】
固定資産 8,033 9,596 9,642

有形固定資産 7,541 9,270 9,298

うち事業用資産 1,885 2,141 2,141

うちインフラ資産 5,629 7,039 7,060

無形固定資産 1 81 89

投資その他の資産 491 246 255

流動資産 290 522 542

うち現金預金 124 267 295

うち基金 157 181 181

8,323 10,118 10,184

【負債の部】
固定負債 1,325 2,717 2,730

流動負債 176 265 268

（地方債計） 1,261 1,967 1,975

1,501 2,982 2,998

【純資産の部】
6,822 7,136 7,186

8,323 10,118 10,184

純資産合計

資産合計

負債及び純資産合計

負債合計

科　　目 一般会計等 全体 連結

（単位：億円）

全体 連結
経常費用 （A） 1,628 2,993 3,418

業務費用 790 1,410 1,429

人件費 287 434 443

物件費等 487 741 743

その他の業務費用 16 235 243

移転費用 838 1,583 1,989

補助金等 250 1,093 1,499

社会保障給付 488 488 488

他会計への繰出金 100 - -

その他 0 2 2

経常収益 （B） 66 588 591

純経常行政コスト (C)=(A)-(B) 1,562 2,405 2,827

臨時損失 （D） 2 2 3

臨時利益 （E） 0 2 2

純行政コスト (F)=©+(D)-(E) 1,563 2,406 2,829

科　　　　　目 一般会計等

(単位：億円）

前年度末純資産残高 6,734 7,063 7,113

純行政コスト（▲） ▲1,563 ▲2,406 ▲2,829

財源 1,649 2,464 2,886

税収等 980 1,318 1,639

国県等補助金 670 1,146 1,247

本年度差額 86 58 58

無償所管換等 3 15 15

- - ▲0

その他 0 0 0

本年度純資産変動額 89 74 73

本年度末純資産残高 6,822 7,136 7,186

比例連結割合変更に伴う差額

連結全体科　　目 一般会計等
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